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要旨

空き家の戸数、総住宅に対する率、空き家の中の構成比を分ける。全国・47都道府県の比較に、似た空き

家率でも内訳が異なる地域の対照と、住宅地価との探索的な照合を加えました。
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1　研究目的

空き家の戸数・総住宅に対する率・空き家内の構成を分けると、地域課題の優先順位と地価との関係

はどう変わるのか。

空き家の戸数、総住宅に対する率、空き家の中の構成比を分ける。全国・47都道府県の比較に、似た

空き家率でも内訳が異なる地域の対照と、住宅地価との探索的な照合を加えました。

2　データと定義

対象期間・資料: 空き家：2023年確報／地価：2026年公示

総務省統計局「令和5年住宅・土地統計調査」の確報を使い、全国と47都道府県を再集計しました。空

き家には賃貸用、売却用、二次的住宅、それらを除く住宅が含まれます。募集や利用の途中にある住

宅と、それ以外の住宅を一つの数字だけで説明しないことが出発点です。

全国の空き家は900万1,600戸。そのうち賃貸用443万5,800戸、売却用32万6,200戸、二次的住宅38万3,

500戸、これらを除く住宅385万6,000戸です。公表戸数の内訳合計と総数には、丸め等による100戸の

不一致があります。内訳を無理に補正せず、元の値と残差を保存しました。

3　方法

1. 別の実装

公式Excelの指定シート・セルを再読込し、抽出仕様と照合。

2. 別の実装

学校種・学年、地域ごとの整形と集計。欠測と調査対象外を区別。

3. 複数の実装

別の集計エンジンで行数・数値チェックサムを照合。チェックサムは全国値ではない。

4. 別の実装

分位点と原表の100戸単位丸めによる算術境界を計算。標本誤差とは区別。

5. 別の実装

Spearman・Pearson相関、東京都除外、1県ずつ除外、1桁丸めを再計算。有意差検定としては用いない。

6. 複数の実装

共通の分母を示す比較図と47県の散布図を出力。

各方法は、分母、単位、時点、欠損、除外条件を確認してから適用しました。因果関係や将来値の推定に必要な

条件がない場合、その方法は主要結果に使っていません。

4　結果

1. 全国の空き家率13.8％と、用途を除いた5.9％は別の指標。

空き家900万1,600戸のうち、賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家は385万6,000戸。どちらの率も分母

は総住宅6,504万6,700戸です。
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2. 東京都は空き家戸数1位、除く空き家率では47位。

東京都は89万6,500戸。それに、賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家率は2.6％です。戸数の大きさだ

けを、住宅の使われにくさと解釈できません。

3. 地価との負の相関は、東京だけでは説明されない。

47県の順位相関は−0.645、東京都を除いても−0.622。ただし別年の地域集計を合わせた探索的比較で、因果

関係や個別物件の価格予測ではありません。

図1 図1 同じ分母で、二つの空き家率を比較

どちらも分母は総住宅数。濃色は賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家率で、危険な住宅の割合ではありません。棒は再計算値で

並べ、表の順位は小数第1位の同率を保持しています。
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図2 図2 空き家の構成と、後年の住宅地価変動

都道府県が1点。別年・別対象の探索的比較です。回帰直線や価格予測を置かず、東京都除外・1県ずつ除外・表示丸めで感度を点検し

ました。

図3 図3 空き家内の構成を、地域で比較

分母は各地域の空き家総数。戸数や総住宅比とは別の指標です。4都府県は構成の対比用に選択し、全47都道府県は比較表・CSVへ収録

。原表の丸め残差を100％に正規化していません。

5　考察

2．規模と比率を分けると、優先順位が変わる

空き家戸数では東京都89万6,500戸、大阪府70万1,900戸、神奈川県46万7,100戸が上位です。それに、

総住宅数に対する「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」の比率では、鹿児島県13.6％、高知
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県12.9％、徳島県・愛媛県12.2％が上位になります。小数第1位が同じ徳島・愛媛は同率3位としまし

た。

東京都は、この除く空き家率が2.6％で47位です。絶対数を使うと対象ストックの規模を、比率を使う

と住宅全体に対する構成を見やすくなります。ただし、いずれも事業の市場規模や支援対象戸数を直

接示す指標ではありません。所有者の意向、状態、立地、利用条件を確認して初めて、実際の候補に

絞れます。

3．似た空き家率でも、内訳は同じではない

山梨県と鹿児島県の総空き家率は20.4％と20.5％で近いそれに、空き家のうち二次的住宅が占める比

率は19.6％と2.4％です。総住宅を分母にすると、この二次的住宅の率は4.0％と0.5％。分母を変える

だけで数値の意味が変わるため、どの割合を比較しているかを毎回示す必要があります。

東京都では賃貸用が空き家の70.2％、鹿児島県では賃貸・売却用及び二次的住宅を除く住宅が66.3％

です。二次的住宅には別荘に加えて、普段の住まいと別に時折寝泊まりする住宅も含みます。この対

照は分類の違いを説明する選択例で、全国を二つの型に分けるモデルではありません。全47都道府県

は上の比較表とCSVで確認できます。

4．全国戸数への影響と、地域内の構成を混ぜない

総空き家戸数の上位5都道府県は東京都・大阪府・神奈川県・北海道・愛知県で、合計295万400戸。全

国900万1,600戸の32.8％を占めます。これは戸数がどこに集中しているかを表す記述で、対策費用、

危険性、収益性の32.8％という意味ではありません。

それに、全国の空き家内構成は賃貸用49.3％、売却用3.6％、二次的住宅4.3％、それらを除く住宅42.

8％です。全国値は全国原表を分母とし、都道府県構成比の単純平均では求めません。元の戸数の丸め

と表示の四捨五入により、地域の4分類合計が100.0％からずれても、特定分類へ差を足して補正しま

せん。

5．住宅地価との照合で、どこまで言えるか

2023年の除く空き家率を、国土交通省「令和8年地価公示」第5表の2026年住宅地の平均変動率と都道

府県単位で結合しました。全国行を除く47県について、順位関係を見るSpearman相関は−0.645、直線

的な関係を見るPearson相関は−0.698でした。除く空き家率が高い県ほど、住宅地の変動率が低い傾向

が、この組合せでは見られます。 各都道府県を等しい重みで扱っており、全国の住宅を等しい重みで

扱う分析ではありません。

東京都を除くと順位相関は−0.622。1県ずつ除く47通りでは−0.680〜−0.622で、小数第1位に丸めた空

き家率でも−0.648でした。単一の県や表示の細かさだけで相関の符号が変わるわけではありません。

ただし、この安定性は因果推論の根拠ではなく、選んだ二つの指標間の記述的な点検に限られます。

6．相関から物件価格へ飛躍しない

空き家は2023年10月1日時点の住宅ストック、地価は2026年公示の継続標準地の変動率です。対象物も

時点も異なります。人口構成、都市集積、交通利便性、住宅の築年数、観光需要などを調整していな

いため、「空き家が地価を下げた」「地価が上がれば空き家が減る」とは言えません。

都道府県の内部には中心市街地、郊外、山間部などが混在します。県単位の傾向を個別市町村や物件

へ適用するのは集計単位の飛躍です。今回の散布図は候補地域の追加調査に使うもので、購入・売却

の推奨、査定、投資収益率の推計には使いません。
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7．実務への示唆：戸数で入口を、状態で候補を絞る

会議では、まず目的を分けます。相談窓口や調査体制の検討なら戸数、地域内での住宅利用の構成を

見るなら比率、活用策の検討なら空き家の種類と状態が重要です。どの県が「良い・悪い」と決める

順位表ではなく、そのあと確認すべき情報を整理する表として使う方が適切です。

次段階では同じ市町村コード・調査年にそろえた人口変化、世帯構成、建築時期、接道・交通条件を

検討します。取得できない情報は欠測として残し、無理に県平均で埋めません。条件がそろった地域

に範囲を狭めてから、自治体資料や実際の募集・成約情報との対応を確かめる設計です。

6　限界

1. 限界1

空き家数は標本調査による推定値です。100戸単位の丸めで全国・都道府県・内訳の合計は一致しない場合

があります。

2. 限界2

「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」は、放置住宅や危険住宅、法的な特定空家等と同義ではあり

ません。

3. 限界3

2023年の住宅ストックと2026年の地価変動率の比較です。現在の募集在庫や成約価格の比較ではありません

。

4. 限界4

都道府県の相関で、地域の交絡要因や空間的な依存を調整していません。市町村・個別物件への外挿はでき

ません。

5. 限界5

1県ずつ除外した範囲は信頼区間ではありません。小数の丸めによる算術境界も、調査の標本誤差とは異な

ります。

6. 限界6

構成比は各地域の空き家総数が分母。全国の構成比は全国原表から計算し、県の単純平均を使いません。10

0戸単位の公表値で、末尾の桁や丸め残差は標本誤差を表しません。

7　結論

空き家900万戸という全国総数や空き家率だけでは、地域で扱うべき状態を選べません。戸数で規模を

、総住宅に対する率で地域内の強さを、用途別構成で状態候補を分けて見る必要があります。地価と

の地域相関は追加調査の入口で、個別物件の価格・危険性・活用可否を示すものではありません。

次に必要なデータ

空き家の種類に人口・世帯構成・建築時期を合わせ、市町村単位で比較できる範囲を確認しています

。時点・地域コード・定義がそろうデータから着手し、価格への因果効果や個別物件の推奨に飛躍し

ません。
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付録A　再現に必要な情報

公開記事: https://aria-stella-studio.tabisurushosai.chatgpt.site/analysis/japan-vacancy-and-land-price-2023

本文データ: app/analysis/japan-vacancy-and-land-price-2023/content.json

分析環境: 103機能を実行確認済み。各テーマではデータ条件に合う方法だけを採用しました。

1. 別の実装

公式Excelの指定シート・セルを再読込し、抽出仕様と照合。

2. 別の実装

学校種・学年、地域ごとの整形と集計。欠測と調査対象外を区別。

3. 複数の実装

別の集計エンジンで行数・数値チェックサムを照合。チェックサムは全国値ではない。

4. 別の実装

分位点と原表の100戸単位丸めによる算術境界を計算。標本誤差とは区別。

5. 別の実装

Spearman・Pearson相関、東京都除外、1県ずつ除外、1桁丸めを再計算。有意差検定としては用いない。

6. 複数の実装

共通の分母を示す比較図と47県の散布図を出力。

付録B　集計表

表B-1 原数値：47都道府県の比較表を開く

都道府県 空き家戸数 全体の率（％） 除く率（％） 戸数順位 除く率順位 2026住宅地変動率

（％）

北海道 451900 15.6 5.6 4 38 0.6

青森県 98800 16.7 9.3 31 15 0.2

岩手県 100400 17.3 9.3 30 15 0.3

宮城県 140300 12.4 4.6 24 40 2.8

秋田県 69500 15.8 10 41 8 0.7

山形県 61700 13.5 7.9 43 23 0.2

福島県 131000 15.2 7.3 25 30 0.4

茨城県 196200 14.1 6.7 13 33 1

栃木県 163700 16.9 6.6 16 34 -0.2

群馬県 161300 16.7 7.6 17 27 0

埼玉県 330400 9.3 3.8 9 45 2

千葉県 394100 12.3 5 6 39 4.6
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都道府県 空き家戸数 全体の率（％） 除く率（％） 戸数順位 除く率順位 2026住宅地変動率

（％）

東京都 896500 10.9 2.6 1 47 6.5

神奈川県 467100 9.8 3.2 3 46 3.4

新潟県 155300 15.3 7.6 19 27 -0.5

富山県 69700 14.7 8.4 40 21 0.2

石川県 86400 15.6 7.3 36 30 0.9

福井県 53100 15.6 8.5 46 20 0

山梨県 87200 20.4 8.7 35 18 -0.3

長野県 208500 20.1 8.9 12 17 1.2

岐阜県 148400 16.1 8.1 20 22 -0.2

静岡県 296300 16.7 5.9 10 37 0

愛知県 433000 11.8 4.3 5 43 1.8

三重県 142700 16.3 9.5 22 14 0.4

滋賀県 81600 12.3 7.3 38 30 0.9

京都府 180400 13.1 6.2 15 35 2.3

大阪府 701900 14.2 4.6 2 40 2.8

兵庫県 386900 13.8 6.2 7 35 2.2

奈良県 93600 14.6 7.7 32 25 -0.1

和歌山県 105300 21.2 12.1 29 5 -0.6

鳥取県 41300 15.7 9.7 47 11 0

島根県 54600 17 11.3 44 6 -0.4

岡山県 157200 16.5 8.6 18 19 0.9

広島県 231400 15.8 7.8 11 24 1.5

山口県 140700 19.4 11.1 23 7 0.7

徳島県 83000 21.3 12.2 37 3 -0.5

香川県 91500 18.6 9.7 33 11 -0.1

愛媛県 145600 19.8 12.2 21 3 -0.4

高知県 78700 20.3 12.9 39 2 -0.2

福岡県 335300 12.4 4.6 8 40 3.7

佐賀県 53300 14.5 7.7 45 25 2.9

長崎県 113000 17.3 9.9 28 9 1.2

熊本県 127100 14.9 7.6 26 27 2.8

大分県 115500 19.1 9.6 27 13 2.8

宮崎県 90700 16.3 9.9 34 9 0.6

鹿児島県 184200 20.5 13.6 14 1 -0.4

沖縄県 65400 9.4 4 42 44 6.4

注: 除く率＝賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家／総住宅。率の順位は小数第1位の同率を同順位とする競争順位。順位が小さ

いほど値が大きいだけで、地域の良否を表しません。
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